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経営経済と維持計慮

鈴木和蔵

I は し が き

ドイツの経蛍経済学 (Betriebswirtschaf tsl t:lu e )の つの特色は， 個別経済

の，より正確には，企業の経済的計慮の変化の宣言にあるとわれわれは考えて

し、る。特に， ドイツのこの学聞を代表する竺ヅグリッミノ-;/=-"7ーレソパ v

ハおよびV 品ミットの学説の指導原理がこれを示している。これらの学者のい

う経済性 (Wirtschaftlichkelt).或いは共同経済的牛産件 (gemeinwirtschaftliche

Produktivi阻 t)は， 収益性原理に対して，現実の個別企業の経済的計慮の変遷

を確に示さんとしていたものと考えられるからである。

個別企業の経済的計慮というものが現実において変化しているか否か。この

問題に対して鋭い直観力をもって解答し得る者もあるであろう。しかし，客観

的解答として，われわれが採用し得るものは，この学聞の，代表的学説の内容

を通、じて抽出し得るもの以外にないように思われる。過去において， ドイツ経

営経済学の学史的考察に味わうべき路線を示したものにγ ェ-;/プノレークがい

る。かれの『個別経済学における方法問題~ (Dao M，同地坤roblem叫 derE酬-

zel削吋schajtsleh凧 1931)なる著が，この学問の発表に与えた影響は大きい。特

に代表学者の選抜はわれわれにこの学聞の問題性を同時に示してくれている。

そして，われわれの見る限り，これらの代表的学説に，真に選ばれた者と見ら

れるのは，エッグリ γ ジュ，ジュミ 'Y ト'/ュマーレゾハツハであり，これら

三人の当時の支配的経営経済学説に，常に指導原理において対立を示したリ

ノfーなのである。前者に見られるものは収益性原理の退潮ないし内容変化であ

り，後者のリーガーの強調は収益性原理の変らざる龍歌である u もとより"/=

-:/プノレーグの主張はこの点に尽きるものではなく，ニックリソジュの規範的
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個別経済学の方向へと，シュミットやシ~~ーレYバッハ学説も時代の事実の

認識の深化とともに規範化せざる壱得ない点壱示さんとするにある。

いま，われわれは規範的学説か，現実論かを論議するものではなし、。問題は

あくまで内容を通じて見出される個別企業の経済的計慮の変化である。

この問題に対して，われわれは考察の拠点としていま V ュミットの学説を選

ぶことにしたい。そしてこの学説とニヅグ Yヅシュとの，またりーガーとの学

説の対比の中に，変化の証明を見出してし、きたドと考えている。シーマーレγ

バッハの学説は固定費問題，白由経済より統制経済への移行の論拠の中に極め

て興味ある内容を有しているのであるが，われわれの問題に対して適当ではな

いと考えられる U 思考において極限的な対立をもつも町を選出するととにおい

て，最も明瞭な変化の様相を露出するこ左が出来呂正思われるからである。

ジュミットの学説は，その指導原理として，維持の原理をおくものである o

この維持とは，経営の経済的エネルギーの維持を命ずるものである。具体的に，

経営の獲得せる経済的成果(総成果ないし総所得)は， 経営経済の有する物的お

よび人的生産力(総費用)の維持， 発展を保証するものでなければならないと

するものである。かれの関心は国民経済の細胞としての経営経済の有する生産

力の維持確保にあったといえる。そして同時に，明確な，生産力を保証し得る

分配基準を示すことにあったと見得るであろう。一般にいわれる「最大利潤原

理」なるものは労働をもって経営経済に参加する者の維持発展を約束するもの

ではない。利潤原理に示される，企業の総成果より控除さるべき原価が低けれ

ば，利潤は大となるからである。これに対して，われわれは，維持原理の中に，

現実の個別企業の指導原理の変化を読みとろうとす岳のである。このような解

釈は， ドイツ経営経済学壱学ぶ者の認め得ると ζ ろであるが，更に重要な点が

存在するのである。それは，経済領域にお付る法則への正確なる適応をかれが

強〈要求していることである。との問題は，経営経済の正じき経営処置として

かれの学説において要求されていることなのである。かれは述べている「維持

の原理は，人聞の関与なくして働〈正確な自然法則ではなく，経営の処置に対
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して理論および実践よりおかれた基準であるJ"と。山本教授は自己の経蛍学説

において，経済学的研究における客体的観察の一面性をついておられた。人間

の参加なき，主体性なき観察に不満壱示しておられたのである九

いま，われわれは先に述ベた個別企業の経済的計慮の変化の学的究明の中に，

特に経営維持への変化の考察の中に，維持原理が単なる客体的な経済観察の中

に確立されたものではなく，経済学的考察においては限界をもって許される経

済法則への人間適応の可能性を示さんとしたものであることを強調しつつ，経

営経済の経済的計慮の変遷問題に入りたいのである。

E 資本維持の二つの類型

V ュミヅトがドイツの経営経済学の歴史の中に大きな地位を占めるにL、たっ

たのは，かれの著「有機的時価貸借対照表JI(Die orga1'l山 heTage叫 ertbil酬のに

よってである。この著は，わが国の会計学界においても，従来の技術的特色を

破る経済理論的方向壱もつものとして高〈評価されたのであった。またシュミ

グトの著述の中に見られる計算思考は，かれの財貨的思考でもって一貫され，

自らの抱く経営の生産力の維持，国民経済の調和という内容壱展開せんとした

ものであ勺た。もともと，かかる財貨的経済および計算思考の強調は， 1920年

代初頭に見た， ドイツ破局的イ Y フレ-..y言 Y中の財産破壊，生産力の減退と

いう経験がその主たる原因となっている。

この『有機的時価貸借対照表」論は， 1929年の第三版をもって完成するにし、

たってし、る。 ιの著の概要をいま簡単に見てみよう。究極的に，経済において

費用と所得が併行して循環が行われる限り経済は均衡する c かかる循環を撹乱

せんとする原因は，経済外部より種々生じて来るが，経済は自ら価格の騰落を

もって応じる結果，撹乱は生じない。現実に見る経済の変動は，それならば，

その本質的原因を経済内部に求めねばならない。ごとにショミザトは個別企業

1) F. Schmiut， E叫 f帥れ帥gi.r~ du.i Detnebsωげ白山f“ld;岬 Die I1a似品川町M'̂叫 e，2.Aufl. 

1937-1939， S. 115 

2) 山本安次郎『経営学本質論』轟山書庖』昭和36年， 301頁以下書問。



74 (462) 第 1凹巻第5号

の適応の不適確に見ょうとしたのである o しかもその不適確は企業の行う経済

計算の誤謬にある o すなわち通常一般に行われる計算(名目計算)は貨幣価値

不動の前提に立っている。しかし，現実において貨幣購買力は変動している。

かくて，経済のその都度の状勢が名目計算に反映せず，その結果仮装利潤およ

び損失が現出する。仮装所得が分配されるならば，経営の財産(資本)が分配

されることになり，仮装所得はまた市場に影響壱与えることになる。シュミッ

トはここに計算における費用の価値基準として「取引目における再調達時価J"

を提唱したのである o これによってのみ費用と所得の併行は確保され，経営の

財産の消耗が阻止され，ひいては国民経済の生産力が保持される。何故なれば，

企業計算における費用評価は，取引円の再調達時価で評価してとそ，費用と収

益が同一日の価値基準において比較きれるこ正になるからである。かれは物価

水準に影響をおよぽす原因として，一国の所得変移と一般的生産性変移を特に

とり上げ，この状況の下における再調達時価計算をもってする，計喝f'lEしさを

解明せんとしたのである。この計算を貫ぬく原則は，企業生産力め維持は国民

経済の平均的生産性に比例すべしとする「相対的価値維持J (rela.tive Werter-

haltung)である。

かくて，かれは自己の再調達時価計算，すなわち実体維持計算の正しさを主

張し，これが一般的経済計算の資格を有するものと表明したのである。

このようなジュミヅトの思考に対して，最も激しく非難したのはリーガーで

ある o 私経済学の立場に立つリーガーの非難の根拠は vュミットの思考壱貫

白〈財貨的思考は現実の貨幣経済と矛盾するという点にある。'/'oa.ミットにお

いtは，貨幣価値は変動するものである，したがっ C，名目計算においては必

ず誤謬が生じ，そしてその結果は経営経済の生産力の維持が不可能になる。そ

れゆえ，財貨の維持を中心とする計算が行われねばならない。これに対して，

リーガーは名目計算の正しさを主張する。かれはいう「名目的イデーはマノレグ

=マノレグという教理の中に表現しつ〈古れているJ"と G 通常名目計算といわれ

3) F. Schmidt， Die orguniμhe TIω-gei;也 e7&ui(a-悌 Z，1929， S. 141 
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る貨幣計算の正しさは，リーガーにおいて，どのようにその正当性が裏づけら

れるのであろうか。この問題は，リーガーの貨幣経済および貨幣計算本質観の

中に与えられているようである o

リーガーの「私経済学入門j.(Einfi帥 叩 切:gin die P.吋叩twi出 chaftslekre)なる著

は貨幣経済に関する論述でもって始められている。そこでは貨幣言1算の本質が

強調されている。すなわち，国家の貨幣法の中に規定された貨幣単位が基準と

なコて，各種の財貨と本位金属たる金との問に比較が可能となることが説明さ

れる o このように，まず金本位制の上でリーガーは問題解明を行わんとすzの

であるが，との貨幣計算の貨幣経済における役割壱知るこ Eは重要である。す

なわち，多くの質的に異る財貨が一つの尺度の上に換算され，相互の比較が可

能となり，そこに始めて未曾有の交換可能性が招来されるにいたったからであ

る。しかし，われわれは金本位制において問題を見ょうとするのではない。む

しろ金本位制にあらざる制度下において， リーガーがどのように解明している

かが問題であると思われる。かれはこのような後者の問題に関する研究が存在

することについて，かれは肯定している。ドイツ文献において，かれが貨幣論

において有名なグナッフ目の弟子であることが報じられているが5〉， このクナッ

プの名目学説においても，この学説が決して放じゅうなる紙幣の乱発壱考えて

はいないこと，いままでに十分論じられているところである。リーガーにおい

ても無拘束な本位制は考えられてはし、ない。 I継続的な状態として，無拘束な

本位は不可能も同様であるJ') とかれは見ている。本位が金につなぎとめられ

るべきでないとしても，かれにおいて，本位は一つの基準の上に整理されねば

ならないのである。

リーガーの学説におけるかれの言葉に見る限り，かれが金本位制以外の制度

を是認しているといっても，無拘束な木位がかれの考察上り捨象されているこ

とは明かである。先に述べたリーガーの師グナヅプは「貨幣閏定学説」をも η

4) W. Ricgcr， "W. Hauck (Bil日 zthcoricn)，Litcratur"， ZHF， 1935， S. 602 
5) K 耳目， " Wilhelm Rieger 75. ]ahrea1t"， ZHF， Jg. 5， 1953， S. 294 
(;) W. Ricgcr. E四 f品開吋四 diePrivatwirtschajtslehre， 1928， S. 285 
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て有名である。この学説の立場において注目されるべきは，この名目学説と称

されるものが国家的立場をアプリオリとしている己とである。しかも，更に注

意されねばならないことは，この立場に立つ者が決して国際関係を無視しては

いないことである。リーガーは述べている「正常なる関係の下に中央発券銀行

に本位が委ねられてし、ることは実に見せかけのものではなし九国家が密接仕世

界経済の時代に，そのように無思慮に本位壱とり扱うということ壱行ない得る

かどうか非常に問題であるJ')とo

先にわれわれは， リーガー学説における貨幣経済および貨幣計算本質観を知

るべしと述べ止。ここにわれわれは貨幣経済の本質事らも述べることが出来るの

すなわち，貨幣経済の成立は貨幣計算に依存する。そしてこの貨幣計算は貨幣

価値不動の，マノレグニマノレクの前提において始めて意義深いものとなる。なぜ

ならば，ジュミットのいうが如き貨幣価値は変動するとの前提に立つならば，

円滑なる貨幣的流通経済の成立条件とそれは矛盾して来るからである。質的に

異る幾多の財貨の交換可能性は，不動の尺度において最も完全なものとなるか

らである。またγ ュミットが自らの計算にー舷的経済計算たるの資格を認めよ

と主張することに対して， リーガーは如何にこたえているであろうか。かれは

述べている「このような思考をもって説論されるものは，貨幣本質における無

政府であり，他の形態における強権の復興であるJ"と。

このりーガーの非難に対して， γ ュミヅトは如何に反論しているであろうか。

かれはいう「リーガーもいう如し時代の中における統一的貨幣価値の擬制が

法律秩序によって代表されるという ιとは，自由なる経済理論家としてのわた

しにとって，なんら条件をなすものでなU、J"と。またかれは述べている「国家

支配権の上における本位の証明とならんで，経済科学者に対してはなおこの法

律的観点壱越えて解決さるベき課題が残っているという，グナップの研究の第

二巻の補完部分におけるグナヅプの指示がまた顧られずにあるf辺。以上のリ

7) W. RwgeI"， a. a. 0.， S. 253 

B) F. Schmidt， .. Das Methodenproblem in der Einzelwirtschaftslehre， von Fritz Schon. 

pflug'"， ZfD， 193ロ， S. 313 
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ーガーとゼシュミットとの聞の論争に，われわれはどのような判定を下すべきな

のであろうか。そのためには，まず，以上の論争が全体経済的観点において争

われてトるということが注忘されねばならない。また論争は V"'-ミットの再

調達時価計算が一般的経済計算たるの資格を有するや否やをめぐって行われて

いるということである。

この問題に対する判定はシェ -yプノレ クによヮて与えられていると見るこ

とが出来る。かれは述八ている「ミノムミット理論の弱点は，かれが個別経済的

再調価格に超経営的，一般経済的機能壱認めんとしたこ正にある。異れる認識

領域に属するてつの問題の不幸なる結合の中に，また国民経済的問題の解決の

不十分さが認められねばならないj10)と。

ジュミットのし、う再調達時価計算が国民経済的調和のために有効なるもので

あるとしても，その効果は極めて眼界つけられた範囲においてであろう。個別

企業の行う計算が，国民経済的調和の最良の策とはとうてい考えられないから

である。しかし，経済の変動に対応して，個別企業が自らの生産力の維持を志

向しそしてその経済的生存を保証してし、かんとする要求に対して，ジーミット

の主張は如何ようなものであろうか。この問題は，先の全体経済的要求に対す

る一般経済政策の領域のものではなく，現実に存在する個別経済的要求に対す

る経営政策の領域のものとして理解される。この後者の領域に，いまわれわれ

は移行して考察してみよう c

いままでにおいて述べられた経過は，既に事実として現われた、ノュミットの

実体資本維持とリーガーの名目資本維持との聞に交わされた論争のー断片であ

るo ここに問題とする個別経済的意味における両者の論争は，前の論争色は具

り，むしろ両者の理解「る企業本質観，すなわち個別企業の観点を如何に把握

するかという点をめぐって争われている。

シュミットは自己の実体維持計算を指して I有機的貸借対照表は生存企業

9) F. Schmldt， "Nominale und reale BIlanz. kleinen Be山 a，ぺ ZfB.1935， S. 303 

10) F. Schδnpflug， Das 1¥釦 hodentyoblem四 derEinzelwi1'tschaJtslehre. 1933， S. 358 
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~lebende Unternehmung) の貸借対照表である」町と述べている。 このような主

張に対しては，リーガーも，自己の名目的貸借対照表こそ，そうであると反論

するであろう。この二つの主張。J聞の差異は，財貨の購入日と取引(販売)日

との聞の価格変動壱損益と見るか，財産の価格変動にしかすぎぬと見るか，と

いうことである。、/ュミットはこれを財産として損益に算入しない。そうでな

ければ，仮装所得の計上となるからである。もしこれが所得として分配される

ならば，企業財産の消耗等の問題が生じ，自らの生産力の維持を企業は保持し

得なくなる。かくて， γュミヅトにおいて分配し得るものは，企業の獲得せる

経済的成果のうち，財産の維持費を越えたもののみである。このようなかれの

見解を理解して，われわれはリーガーの企業観に突入してみよう。

リーガーの学説が見られるならば，リ ガーが企業の活動，本質をも全ベて

貨幣経済的原理より説明せんとしていることが理解される。かれは述べている

「企業とは経済生活における活動によって貨幣所得一一ここでは利潤と呼ばれ

るーーを得るための仕組である」明と。 リーガーによれば，企業の目的は利潤

獲得，より適切にいうならば「企業者のためのそれであって，全体経済の中で

遂行するその任務および活動は，企業，より適切には企業者にとって目的のた

めの手段」聞なのである。 経営学史的研究の上において既に指摘されている如

しかれにおいて，企業の目的と企業者の目的とが等置されていることが注目

されねばならない。このリーガーの企業目的観は何人によっても容易に理解し

得るものである。しかし， リーガーの固守する私経済学に対して，経営経済学

は己の利潤原理の後退を強調し続けていたのである o

リーガーのこのような観点は十分考慮に留めておかなければならないもので

ある。かれの学説の全内容はこの観点からして始時て理解出来るのである。す

なわち， リーガーが企業の活動を G-G'の運動の中に説明しようとするのも，

この観点をかれが保持するからである。かれによれば，企業者とは資本危険の

11) F. SChmidt， .. Nomiale und reale Bilanz“. S. 21 
12) W. Rieger， E:隅 fithl'ung制 diePl'ivatWil'ischaftsleh叫 s.44. 
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負担者であり，それは株主の全体 (Gesamtheitder Aktionare)である。この概

念でもって代表される，企業者の関心はし、うまでもなく利潤の獲得である。こ

の立場から企業の有する生産力の維持は二次目的である。いし、かえるならば，

企業者は手段たる企業，すなわち目的のための手段たる企業の生産力の保持の

ために，自らの目的を抑制する必要はないからである。この観点に立つならば，

より有利な企業者目的を，利潤獲得を満たす機会あるならば，企業者は速やか

に資本の移転壱計かることこそ最も合目的なのである。名目的資本維持に代表

される利潤観は， リーガーの名目利潤に純粋に現われているように考えられる

のである。リーガ はなおも強く自信壱もって告白している「われわれの現代

の体制から，この利潤に概念的限界をひくことは不可能である」町と o

このようなヲーガーの学説は，いうまでもなく「資本を投下せる者の立場」に

おいて説明されるものである。生産現象の如きも，投資せる者にとっては，貨

幣的関心においてのみかれの頭脳に反映する o このリーガーの企業観に対して，

γ1ミットは企業の共同経済的任務を強調せんとするのであるO かれの見る企

業の任務は，国民経済的欲求充足のために必要なる給付を提供することである。

この限り，企業は生産，運送，貯蔵によって価値を高めるために，市場より価値

をうけ入れ再び市場に送り出す国民経済のー細胞なのである。この任務の遂

行のためには，企業は自己の経済活動を寸時といえども休止させることを得な

い。ここに，企業は自らの生産力の維持に務めなければならない。この限り，ジ

ュミットの企業者概念も当然リーガーと異るのである。この点に触れて vェ

ーンプノレークは「資本と取引との闘を処置する者」助 (Disponentzwischen Ka-

pital und Umsatz) と見ている。 またγ ェ-/'プノレークの次の言葉はリーガー

とジュミットとの対立点壱明確に示しているように思われる。かれは述へて

いる「ジュミットは，経済循環への参加の個人的動機 (personlichesMotiv) 

に本質的意義をおくものではないj刊と。'/0>-ミット自身も述べている「企業

13) F. SchQnpB.ug. n.四 Metkodenproblem四 derEintel削山ckaftslekre，S. 337 
14) F. Schonpfl.ug， a. a. 0.. S. 336 
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は， それなくしては， 全体経済の生産保持が不可能となる経済体の細胞であ

るJ"コと。

収益性原理を保持する私経済学に対して，利潤原理の後退を経営経済学が主

張し続けていることが， ドイツ個別経済学の発展の上の一つの特色であること

をわれがれは既に述べた。われわれはこの二つの潮流の対比の中に，企業活動

を支配する指導原理を見てし、かんとするのである。われわれは 'yュミットの

学説の企業の共同経済的任務の一面的強調に組するものではないが，またりー

ガーの名目利潤観にそのまま賛同するものでもない。利潤追求と生産力維持の

主張との聞には，更に考究されるものがあるのではなかろうか。このためにま

ずY ュミットの学説が考慮される必要がある。かれの説はイ γ フレ 、ンー Vの

経験に出発しながら，景気変動の研究をもとり入れ，経済変動に対する企業生

産力の維持適応を内容とするにいたっている o

このような企業の生産力の維持適応は，如何なる地盤において必要視される

のであろうか。

-，>"，-ミヅトの『産業景気と計算誤謬論Jl'(Die Indust円 ekc町 間ktwl'-einRechen 

jeMeグ人 1927) は後日『経営経済学的景気論~ (Ba仰 b，山 市chaftlicheKo町 制ktur

leh同 1933) と書き改められ整備されているが， この Industrieが問題である o

これは工業をもって代表されるものであり'/ュミットの全著作は，この工業

中心の経済地盤において理解されなければならない。技術の進歩，これに基く

生産力の発展は今世紀lこ入ってますます大きなものが生じている。個別企業の

規模の巨大化を，その有する生産力を如何に経済的に維持発展せしめていくか，

企業の経済的計慮は現実においてこの点に集中していくのではないであろう

か。シュミヅトが経営経済の有する生産力の維持，それも物的生産力の維持に

考察の中心をおいていた当時，なお，かれの学説は利潤原理より完全に脱却は

していない。しかし， γュミクトのいう取引利潤(分配し得る利潤)はリーガー

15) F. Schmidt， Der W~eãerbeschaffungspreis des Umsatztage活醐 Kal印刷:ionund Volk四 irtschaft目

1923. S. 70 
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の名目利j周とは相違する。取引利i聞は企業の物的生産力の維持費を超過した成

果部分である。先に述べた，企業の物的設備の巨大化は容易に企業の清算を許

さなくなるであろう。また企業に参加するλ口閤の拡大はますます経営の存続

を要求する Cあろう。 γ ュミットが，リーガーの名目利潤には取引過程より産

出された利潤と「経営の死J6)(清算)の時の利潤とが混合されていると批判す

るのも，企業の存続のためには取引利潤のみが問題であると見たからである。

生産力の拡大してし吋，また生産と消費のしばしば併行せざる現実の経済に住

む企業にとって， 一回限りの貨幣的交換をも説明し得る G-G'の公式では， 、

とうてい真の経済計慮巷表現し得なし、からであるの企業者なる言葉は等し〈と

も，工業中心の経済の段階では，企業はその有する大なる生産力を前にして経

済的適応を変化せざるを得ないのである。生産力の拡大化に対応して，企業者

も新しい適応可能性を見出さんとするのである o 経済にそのまま身を委ねるの

ではなく，変化せる土台の上においての適応可能性壱人間が見出していこうと

するのが，こノーミヅトの維持原理なのである。

E 経営経済学と人間問題

ドイツ経営経済学の中にあって，現在より見るならば，社会学的領域に分離

し得る問題をも包含していた学説がある。ユックリッ γュの宅説がそれである。

かれの研究はむしろ人間問題の究明に始まれこの上に経済学的労作が築かれ

ている。 r組織論.JI (Der Weg aufwa山!Org剛山tion，1920) から「経営経済」

(Die Betriebswirtschaft.， 7. Au宜. 1929-1932) にし、たる著書はこのかれの全研究過

程を裏書きしている。シュミットが自己の経営経済学に人間問題を登場せしめ

たのは『経営経済学入門~ (E凶'1ukru吋凶 dioBot向。bs'附おchaftslekn. Die Han 

dolskochsckulo， 2. Aufl.， 1937-1939)なる著書においてである o この、/ゐミヅトの

著は，いままでかれの試みた物的生産力維持中心の思考壱反省し人的生産力の

維持問題壱含めて，新し〈経常経済の経済的計慮を問わんとしたものといえる。

16) F. SChmidt， "NominaJe und rco，le Bilaロzぺs.309 
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等しくニッグリッ V ュと Y ュミヅトが，人間問題を自己学説にそれぞれ取り

入れたといっても，われわれはこの問題の採用方法において異るものを見るの

である。人間問題の基礎に横たわる原理が経済を支配すべきものであるか，い

な，経済領域の独自の法則性壱認め，この領域において人間問題を解決するこ

とこそ重要であるか， この三つの方法がこの両者の聞に相違として存在してい

るように思われる。

てヅグリヅ Vι の既述の組織論的研究は，人間問題の本質究明を行コたもの

といわれている。 との著書に見られる「人聞は精神」町であるという規定が根

本的なものとなっているのすなわち，人間は精神的存在であるがゆえに，向ら

が人類であることを自覚するのである。かれの共同体論はこの意味において人

聞は全体であれ同時に肢体であるとする。このような自己意識は人聞が良心

を有しているからであり，またこの意識は人間をして組織し得る組織者たらし

めるのである。

人類(全体7であると同時に肢体であるとする，この個人の意識の中に作用

する統一性は共同体の中に作用するのであるが，このようなユヅグリッ γ ュの

共同体論は人間生活の内容としての組織活動をとり上げんとするものである。

すなわち，経済を始め政治，宗教，芸術等々の個別生活領域の全べてを含む，

人間の全生活領域を貫ぬし人間の欲求充足組織活動がそれである。破壊され

ず，建設的に向上していく人間生活は実にこの組織活動があるからである。ユ

ッグリッジ誌は述べている「全べての組織活動は欲求をもって始まれ欲求充

足をもって終品。それゆえ欲求する 人間が，全べての組織活動およびー坊

の組織のアノレファでありオメガである」聞と。経蛍とレえども， この共同体的

組織なのである。そしてかれにおいて組織とは「精神的存在として活動してい

る状態」聞なのである。

組織二元論といわれる如しユヅクリッシュは人間領域とならんで物質ない

17) H. Nicklisch， Der Wtlg aufwarts! Organisatio弘 1920，S. 16 
18) H. Nicklisch， a. a. 0.， S. 49 
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し自然世界にも言及している。後者の世界においては，原因(力)と作用との

関係が存在する。力は基礎を通して作用を生ぜしめる。それならば，物質世界

と人間領域との交渉において，如何にニッグリッシュが考察しているか。ここ

では，かれによれば，人聞が基健壱捉え，自らのH的にあわせ1基礎を形成す

るのであるa かくて，原因たる力は人間によって規定された方向を保持し，目

指された作用たる人聞の欲求充足をもたらすのである。この目的領域において

は，常に欲求する人聞が中心に立っているのである。人聞が物質を支配し得る

のは，人聞がアプリオリに規定された能力，精神であるからである。

三ッグリッ手/品はこの共同体論壱もコて経済に眼を向けるのである o しかし，

その認識の基木態度が注意されておらねばならなし、0> y:!:ーンプノレーグが「人

聞の共同生活は公IEのイデーの考慮においてのみ把握きれ得るn 乙の思考をい

まや経済へ向けたのである」聞と述べているのは，ユックリッ V ーの経済観を示

している。かれにおいて，経済は人間の全生活領域より見れば，肢体領域にす i

ぎない。その判断はその領域においてのみなされてはならない。人聞の，生活

の原理でもってこれが営なまれねばならないのである。人間中心観がそこに貫

ぬかれねばならないのである o

しかし，経済学の立場から，このニッグリッ V ュの見解に関して当然異論が

出るはずである。すなわち，経済の領域はそれ独自の法則を有しているからで

ある。 γzミットの主場がこの見解を保持するものである。かれは述べている

「・ 1 経済の観点から，およそこの全関係における人聞を基礎づけまた判断

するととは不可能である。なぜならば，肉体は多くの関係において自然の規定

に， また精神は人間精神の実に広mなる規定にしたがわねばならないがゆえ

にJ町と。シュミットによれば，人聞は経済に二重の方法の中に結合してし、る。

それはー由，肉体および精神に発する欲求の保持者として，他国，経済的給付，

すなわち労働の保持者としてである。人聞が生活ーを保持しようとするならば，

19) F. Schonpfl.ug， Das Methode暗叫'18m包ndcr E~nz，品川sckaftslehγ'8， S. 219 

20) F. SchIiliut， Allgemeine Betriebswirtschaftuehre， 1950， S. 120 
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無条件に充足されねばならない欲求を有しているがゆえに，人聞は労働しなけ

ればならないのである o シュミットにおいても，労働の文化的内容は十分に考

察されている。それは「経済の範囲を越えている」叫ものですらある。かれは

ユヅグリヅジ品と近い言葉をもってしている「給付と欲求との聞に立つ者は，

肉体的かつ精神的規定における全人間 (ganzesMenschentum)である」叫と。し

かし， 経済学的解決はその領域に限定して行われねばならとEい。 かれはいう

「それゆえ，経済科学は，給付をその経済的内容およびその価値において測定

し，かつ判断し，また欲求をかかるものとして記録することでもって満足しな

ければならないJ20)と。

ヱッグリッS/....の経営経済学は人聞の，共同体の法別でもって経済を判断す

べしとする。グュミヅトは人間問題も経済の領域において解決すへし止す高。

γLミットは最後に述べている「しかし，経済科学は，確に二つのものの源泉

を，その全体における人聞を意識しておらねばならない。しかし，このことは

経済の流れをこの側面よりの要求に常によりよく適応せしめんとするのみであ

れおよそ経済の観点の下に，生活実践の，道徳、の，精神生活の原理を形成し

また作用せしめんとするものではなし、」叫と。

以上に見られる両者の見解は，倫理的命題において接近しようとも，また経

済領域の限定において考察しようとも，人間問題を重視せんとすることにおい

て企業の経済計慮の変化を見ょうとするものである。

この両者の経済領域の観察が如何ようなものであるかが続いて問題となる。

ニッグリヅシュは価値の流れ (Wertumlauf) をもってかれの思考壱展開せんと

するのである。ここに見られるべきものは，かれが「経済的経営JI(Wirtschaft 

Jiche Bet附 bsleh叩， 5. und 6. Aufl.， 1922)において主調した経済性 (Wirtschaftlich

keit)である。 経済性原理については， かれの組織法則， 形成および維持の

法則が経営の生産過程を支配してし、るということが注目されねばならない。前

者は全体と部分の一致を命ずるものであり，後者はエネノレギ の維持，すなわ

ちマイ-)-̂ のι ネノレギ はプラスのエネノレギーとして還流せねばならないこと
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を命ずるものである。かくて経済のエネノレギーが維持される。

経済性は生産過程において最大の成果達成壱命じており，分配過程において

この成果の公正なる分配壱命じるのである。成果 (Erthag)は総成果より原価

を控除して得られる。ニッグリッ γ ュの原価概念はかれ独自のものであれ賃

金は原価に入らずし C成果に属するのであるc かくて，かれは分配問題を重視 l

成果 ー
し，経済性公式を蒋司7ニ1をもって市したのである。そして給付に応ずる成

果の分配を命じるのである。給付は経営共同体構成員の貢献せる費消の総体で

あり，成果は貨幣的対価でありまた成果は貢献度に応じてEし〈分配されねば

ならないものである u この給付に応ずる成果の分配はかれの「公疋賃金」のキ

張なのであるが，ニヅグリッシュは晩年これの現実的解決に苦慮したのである o

ぞこに給付の評価が問題となっているのであるが，かれは究極的に公正賃金の

基準を生計費に求め，企業者資本利用の評価に他人資本利子をもってしている

のである。この解決はかれの本来の主張たる「給付に応ずる成果の分配」と結

びついていない。生計費の主張は労働者の給付力の維持と関連し，他人資本利

子は資本提供の維持に結びっく基準である。ニ νクリッY'"，-は企業者給付，企

業者資本利用等を「かくれた費用J21)として，これを費用に対する対価の中に分

解Tべしという。このことは，余剰なるものが生ずれば，これを費用たらしめ

よということなのである。通常，余剰の中にかくれたる費用が存するのであれ

これを正しく費用たらしめよということである。この思想は，企業者賃金，自

己資本利子等を，通常利潤と呼ばれるものをコスト化すべしというものである。

かくて，成果と給付は一致する。しかも共同体思想において，支配者，被支配

者の思考はなく，経営共同体構成員があるのみであり，構成員の提供せる給付

の対価は全べて賃金である。企業者労働の対価としては企業者賃金があるのみ

である。この思考は労働と資本壱同一水準において評価すべしとするものなの

である。

エザグリヅジ ι の思想は人間中心によって貫ぬかれている。かれにおいて企

21) H. Nicklisch， Die Betrieb-swirtschajt， 1929'-1932， S. 153 
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業と家政とが経済循環の中にあり，むしろ家政の立場より循環問題が見られて

いる。われわれは，かれと異り，先の分配論において企業の立場において解釈

したのであるが，本源的経営を家政と見るかれの立場は，企業(取引経済)寺

中心とするシュミ vトと対Lょ的である。

γュミットは既述の『経営経済学入門』において，取引経済を中心として，

要素経済たる財産(資本)経済E人経済 (Personalwirtschaft)をはめこんだ経

済循環を固いてし、るのである。いまやかれにおいても r人聞が経済の動因で

あり，かっ Tレ ガ なのである」問。 本来の経営経済とシュミッ lが呼ぶ取

引経済と財産経済と関係は，かれが先に取り上げた経営経済たる企業の物的生

産力維持の問題である o 取引経済と人経済との問題は以前に見なかった人的生

産力の維持問題である。との問題において，ジ ι ミヅトも「賃金は給付にした

がって測定さるべきであれまたそのことは経済のノレールに一致するj明という

のである。かれにおいてニヮクリヅジュの如き正義の主張は存在しない。究極

的に，測定基準は「労働給付の原価は生計費であるJ2，j)!:の言葉に現われる。自

己資本利子についても「他人資本へと支払われるべき金額が，少くとも継続し

て処理されねばならないJ町のである。 かれにおいて問題となる企業利潤は如

何なる観察方法をもってなされているか。-:/=ミットにおいてもコスト化が論

じられている。「経営指導者の… 労働に適合せる企業者賃金・・」町が述べら

れ，自己利子も計上される。残る残余は差別利得であり，これに対しかれは述

べるのである「 経営指導者のみならず従業員もまたそれに寄与する限れ

かかる利得における権利を有する JZ7)と。資本提供者といえども， かれが人的

に給付に貢献せざる限り，この分配を要求し得ない。かれは結んで述べる「給

付と思考的に結びつかざる利潤概念の中に，まさに重要なる経営費用をかく総

22) F. Schmidt， AUgemeine Betriebswirtschaftslehre， S. 119 

23) F. Schmidt， "Der Detdeb 1皿 Kleisla.ufder Wirt.schaft"， ZfB， Jahrg. 20， 1950， S. 7 

24) F. Schm~dt， Allgemeine Betn，ebswirtschaftslehre， S. 224 
2::;) F. SChIllIdt， "Krjegs-und Rustungsgewmn"， ZfB， Jahrg. 14， 1937， S. 8 

26) F. Schmidt， AUgem刷 neBetriebswirtschajtslehre， S. 199. 
27) P. Schmidt; Ei-nfiJhrung i拠出ιBetnebswirtschaftslehre，S. 200 
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指することは本質的な点において， この利潤についてしばしば世界観的に方位

づけられた非常に多くの見解が存ずることのために寄与していることが明白と

なる」明と。

経営経済は財産経済と人経済より生産的給付壱うけとれ生産物を生み出し

市場にて価格壱実現し，その経済成果壱財産経済と人経済に支払うのである o

そこに物的，人的生産力の維持の考慮がなければならない。利潤が生じるなら

ば，それは人経緯に分配されねばならないのである。もはやこの経営経済に余

剰は残らないのであ。それが生じても給付対価として人経済に支払われるから

である。との生産力維持の全局面を決定するのが経営指導者である。

以上に見たように， ドイツの経営経済学壱代表する二人は，かれらの学説の

最終局面壱経済と人間との関連問題に向けているのである。特に，われわれは

経済学における分配問題の難解さ壱知っており，それだけにまた両者の偉大さ

を評価し得るのである。

先に，エ γ クリッ γ ュが人間問題を中心とし，シュミットが経済領域壱中心

として観察せんとしていることを述ベたが， この問題は経営経済の獲得する経

済果実の評価において異るのである。ニッグリッ γ ュがこの点において市場問

題を考慮していないことに， γ ュミットは批判を向けているのである。しかし，

ユッグリ';.>'/ュはλ問中心の観点から成果概念をとり上げ，この経営構成員の

総所得ともいうべきものと経営給付との聞の一致壱命じた点に，今 Uの経営の

経済的計慮に一つの明確な解答を与えてし、るように思われる。既に述べた工業

化の進展は，企業生産力の拡大化を進行せしめて来た。そこに参加する人口圏

の増大は，単なる数の問題ではなく，この人口の生産における士体性の目覚，

また生活問題をも漸次発生せしめて来たのである。現実において，これらの問

題は闘争目的をもって最も明白に現われるであろう。しかしとの闘争の内容も

生産力のト昇左共に変化して来るようにさえ思われる。エッグリッジュの学説

はこの意味においても興味深いものがあるのである。'/=--ミットの学説は究極

28) F. Schtmdt， Allgemsine BBtyi時四i1'tsckaftslehre，S. 202 
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的に消費者の立場から観察されているが，経営経済の生産性上昇と共に考慮さ

るべき経済計慮を明確に示していると考えられる。今日，経営経済はその経済

的保証壱，経済的実体の維持にますます志向している。その一つの現われは現

在を越えt将米への維持壱計らんとする経済計算であり，その中に登場する維

持費用と見られるものの計上である。機会原価なるものも維持費と考えられる。

N むすび

以上を通じて，われわれは， ドイツ経営経済学発展の史上における代表学説

を捉えて，維持計慮の現出を見ょうとした。極めて概略的な説明の中に，不備

なる点も多いが，個別企業の経済計慮の変遷を学説中心にわれわれは展開した

つもりである。

この中で，われわれが強く感じていることは，ニックリゲシュ学説における

労働問題，しかもその成果の分配の如き問題，またγ ュミヲトにおける経済の

変動に対応して企業生産力を維持せんとする問題， このような問題はりーガー

の私経済学に存在しないことである。より詳細に見るならば，エッタリッ γ ュ

が生産の過程，労働過程を重視し，自己学説の中に取り扱っているととが更に

注目されるのである。また、ン ュミ ν トにおける，生産性変動と企業実体の維持，

原価計算と価格政策等の問題はまた私経済学の内容と相違するものであること

が感じられるのである。特にリーガーの私経済学は，経営概念を生産過程(技

術問題)と関連するものと見て，自己学説より捨象してしまっているのである。

もとより生産過程の技術的側面は経済学的研究を成立せしめないであろう。し

かし，工業中心の経済の段階では己の面よりする経済への影響が無視されては

ならないのである。技術進歩，労働過程の進展は，生産力の増大を常に進めて

来た。今日，われわれの有する生産力は実に膨大なるものになって来ている。

この庄倒的な生産力を前にして，個別企業は旧時と変らざる経済計慮をもつで

白らを存続せしめ得るであろうか。

今世紀前干の経済は特に深刻な現象を露呈して来たロこの克服は経済学的研



経営経済と維持計慮 (477) .9 

究においても論じられて来た。個別企業の立場よりする経蛍経済学も実にこの

克服策に従事して来たのである D それは単なる解決策でなし個別企業の経済

計慮の変化の原理的説明において行われたものである。=ヴグリッ γ みにおい

て物質法則に優位する人間中心の主張の中に，、ノュミヅトにおいて経済法則へ

の人間適応可能性の基礎の上に，それがなされて来たように考えられるのであ

る。


